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Ⅰ 厚生労働行政に係る環境保全のための施策 

 

（１）気候変動対策 

 ① 関連分野における温室効果ガス削減の推進   

１ 目標 

○ 厚生労働省所管業種において策定した低炭素社会実行計画

に基づきその業種の特性に応じた省CO₂対策を講ずる。 

【施策の柱】 

○ 各団体担当者及び有識者からなる会議を定期的に開催し、

各団体が作成した低炭素社会実行計画について、ヒアリング

その他の方法により実施状況を調査した上で評価を行い、計

画の着実な実施を図る。 

２ 進捗状況・実績 

○ 日本生活協同組合連合会、日本製薬団体連合会、私立病院

団体（日本医師会、日本病院会、全日本病院協会、日本精神

科病院協会及び日本医療法人協会）へのヒアリングを令和２

年３月末に予定していたが、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大状況に鑑み、会議を開催して行う評価の実施は延期す

ることとした。 

３ 評価・課題 

○【生協】 

 ＜目標＞ 

「2020年に、基準年度（2005年度）比で CO2 総排出量 15％

削減」を目標としている。 

2017年５月、会員生協の「目指すべき水準」として「2030

年に 2013年度比で CO2排出総量を 40％削減」の目標を定め、

会員生協が、2018年度に「2030温室効果ガス削減計画」を策

定することとしている。 

2017年 11月、2030年の再生エネルギー開発目標を 300Ｍ

Ｗと設定。 

 ＜進捗＞ 

2018年度の全国生協の温室効果ガス総排出量は基準年度

（2005年度）比 19.9％減。 

  

○【製薬】 

 ＜目標＞ 

2020年度の CO2排出量を「基準年度（2005年度）比 23％

削減」、2030年度の CO2排出量を「基準年度（2013年度）比

25％削減」することを目標としている。 

＜進捗＞ 

2018年度の CO2排出量は 225.6万 t-CO2、基準年度（2005

年度）比 26.1％減、基準年度（2013年度）比 14％減。 

 

○【病院】 

＜目標＞ 

数値目標指標はエネルギー起源の CO2排出原単位（病院延

べ床面積当たりの CO2排出量（kg-CO2/㎡））とし、基準年度
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を 2006年度として、2030年度までの 24年間で 25.0％削減（対

前年削減率 1.19％）することとしている。 

＜進捗＞ 

 実績実態調査は隔年で行うこととしている。 

 2018年度の CO2排出原単位の実績は、基準年度（2006年度）

比 22.9％減少。 

 

  

４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○ それぞれの業種ごとに定めた低炭素社会実行計画の目標を

達成するため、定期的にフォローアップを行っていく。 

  

 

 ② 水道施設における地球温暖化対策の推進  

１ 目標 

○ 水道事業における省エネルギー・再生可能エネルギー対策

導入の推進により、CO2排出量を削減する 

 目標値 ⇒平成25（2013）年度比で2020年度CO2排出量28.4
（万t-CO2）削減 

      平成 25（2013）年度比で 2030年度 CO2排出量 33.6

（万 t-CO2）削減 

 

【施策の柱】 

○ エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和 54年法律

49号）の適切な運用 

○ 施設の更新期にあわせた環境保全対策に係る施設整備の推

進 

○ 地球温暖化対策計画の推進 

２ 進捗状況・実績 

○ エネルギーの使用の合理化等に関する法律に基づき、一定

量以上の電力を使用する事業場はエネルギー使用量等の定期

報告などが義務づけられているところである。  

 

 実績値（平成 25（2013）年度比削減量） 

平成 30（2018）年度末 0.9万 t-CO2 

３ 評価・課題 

○  CO2削減量は、平成 25（2013）年と比較すると、着実に伸

びてきた。2017年の減少後、2018年度は改善がみられたが、

2020年、2030年の目標水準には達していない状況である。

そのため、上水道施設の省 CO2 改修支援事業（厚生労働省・

環境省連携事業）の活用、水道事業者への優良事例の情報発

信等により、水道事業者等による取組の更なる促進を図る必

要がある。 
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４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○ 2020年度には、水道施設における CO2削減に効果のある方

策を検証し、全国の水道事業者等における削減ポテンシャル

を推計する報告書をとりまとめた。その成果を活用し、効果

が認められた CO2削減方策について、全国の水道事業者等へ

取組を促していく。 

○ 水道施設への小水力発電設備等の再エネ設備や、ポンプへ

のインバータ等の省エネ設備の導入への財政支援や省エネル

ギー・再生可能エネルギー対策に係る情報について、令和３

年３月に全国水道担当者会議において、全国の水道事業者等

に周知したところ。引き続き全国水道担当者会議等にて情報

提供を行い、エネルギー対策を推進する。 

   

 

③ 水資源分野における渇水対策の適応  

１ 目標 

○ 水道事業者等による渇水対策マニュアルの作成を促し渇水

時の水資源の確保にかかる適確な対策を推進する。 

【施策の柱】 

○ 水道事業者等への立入検査を活用した指導・助言や事業管

理者との意見交換等を通じて、水道事業者等ごとの渇水対策

マニュアルの策定を促す。 

２ 進捗状況・実績 

○ 水道事業者等の渇水対策マニュアル策定率（公益社団法人 

日本水道協会 水道統計） 

 

実績値（平成 29年度：43.1%、平成 30年度：43.8%、令和

元年度：令和３年 11月頃把握） 

  

３ 評価・課題 

○  水道事業者等による渇水対策マニュアルの策定率は徐々

に向上しているが、未策定の水道事業者等に対して、気候変

動適応策であることの認識を広め、同マニュアルの策定を継

続的に促していく必要がある。 

４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○ 水道行政のホームページに渇水対策マニュアル策定指針の

改訂版を示し、同マニュアルの時点修正を促すとともに、継

続して立入検査等の機会を活用して策定率の向上を図る。 

○前出策定指針において国交省による気候変動適応計画に基づ

く渇水対応タイムラインを紹介し、渇水対策マニュアルに同

タイムラインの内容を反映していくよう促していく。 

 

 

④ 時間外労働の削減等による温暖化の防止  

１ 目標 

○ 時間外労働の削減・効率的な業務推進などで企業内での「働

き方」の見直しにより、地球温暖化対策を推進する。 

 ・指標：所定外労働時間数(厚生労働省「毎月勤労統計調査」) 
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【施策の柱】 

○ 所定外労働の削減 

○ 「ノー残業デー」の導入・拡充 

２ 進捗状況・実績 

○ 「労働時間等見直しガイドライン」（労働時間等設定改善

指針）について、労使の自主的な取組による所定外労働の削

減を促すため、労使の関係団体等に対する周知・啓発を行っ

た。 

○ 労働時間等の設定改善に積極的に取り組む中小企業事業主

に対する支援や助言・指導等を実施した。  

○ 令和元（2019）年度の所定外労働時間数は年間 147 時間で

前年度と比べ 3 時間減少した（総実労働時間は前年度と比べ

32時間減少した）。 

○実績値 

令和元（2019）年度；147時間（総実労働時間数 1,730時間） 

平成 30（2018）年度；150時間（総実労働時間数 1,762時間） 

平成 29（2017）年度；152時間（総実労働時間数 1,774時間） 

 

３ 評価・課題 

○ 平成16（2004）年度以降、総実労働時間は減少傾向にある

ものの、所定外労働時間は150時間前後で推移しており、引き

続き、一層の所定外労働の削減に向けた取組が必要である。 

４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○ 改正労働基準法が平成31（2019） 年４月（中小企業におい

ては、令和２（2020） 年４月）から施行され、時間外労働の

上限規制が導入されたことから、引き続き、履行確保に向け

て丁寧な周知・啓発を行い、法令の遵守を図ることにより、

所定外労働の削減を推進する。 

○ 引き続き、労働時間等見直しガイドラインの周知・啓発等    

を図るとともに、業種、企業の特性に応じたきめ細かな支援

の実施や、年次有給休暇の取得率が低い業種や恒常的な長時

間労働の実態がみられる業種等への支援の重点化を図るな

ど、企業内での「働き方・休み方」の見直しを推進する。 

 

 

（２）循環型社会の形成 

 ① 生活衛生関係営業者による環境配慮の取組みの推進  

１ 目標 

○ 旅館・飲食・食肉関係営業者による食品循環資源の再生利

用率の向上を図る。         

 ・指標：旅館・飲食・食肉関係営業者による食品循環資源の

再生利用等による実施率の割合(%) 

 ・目標値：2022年度に 50.0%（対象：全事業所） 

○ 生活衛生関係営業者による自主的な環境配慮の取組を推進

する。 
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【施策の柱】 

○ 計画的かつ効率的な「食品リサイクルシステム」の構築と

推進に対する支援(食品循環資源の再生利用等の促進に関す

る法律(平成 12年法律第 116号)の適正な運用。 

○ 生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律

（昭和 32年法律第 164号）に基づく「振興指針」の見直しの

際に、随時環境配慮に関する事業内容をより積極的に位置づ

け。 

２ 進捗状況・実績 

○ 指標；食品小売業（食肉関係営業等）、外食産業（旅館業、

飲食業等）による食品循環資源の再生利用等による実施率の

割合(%)（農林水産省が公表している食品循環資源の再生利用

等による実施率の割合から作成） 

実績値⇒ 平成29（2017）年度；44％ 

平成28（2016）年度；39％ 

○ 「振興指針」には、環境の保全及び省エネルギーの強化、
リサイクル対策の推進、食品循環資源の再生利用等について、
営業者や組合等の取組みを盛り込んでいる。 

 振興指針改正実績  

令和２（2020）年度；①全部改正（食肉販売業、食鳥肉販売業、
氷雪販売業） 

②一部改正（理容業、美容業、クリーニ
ング業、興行場営業、旅館業、浴場業、
飲食店営業（めん類）、飲食店営業（す
し店）、飲食店営業（一般飲食、中華、
料理、社交業）及び喫茶店営業） 

 

    令和元（2019）年度；興行場営業、旅館業、浴場業、 

            飲食店営業（めん類） 

平成30（2018）年度；理容業、美容業、クリーニング業、
飲食店営業（すし店） 

平成29（2017）年度；食鳥肉販売業 

平成28（2016）年度；飲食店営業（一般飲食、中華、料理、 

社交業）、喫茶店営業 
  

３ 評価・課題 

○ 食品循環資源の再生利用等による実施率は増加しており、

引き続きその推進に努める必要がある。 

○ 「振興指針」には、営業者、組合等が実施する環境保全等

に関する取組みを盛り込むことができた。 
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４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○ 令和３（2021）年度においては、飲食店営業（めん類）、

飲食店営業（すし店）、飲食店営業（一般飲食、中華、料理、

社交業）及び喫茶店営業の「振興指針」の見直しを行う予定

であり、引き続き、環境配慮に関する事業内容をより積極的

に盛り込んでいきたい。また、各業種の「振興指針」を踏ま

え、生衛組合が作成する振興計画にも盛り込まれることによ

り、地域における零細事業者である生衛業者が少しでも多く

この取組に参加する動きとしたい。 

 

 

② 医薬品・医療機器製造販売業者等による環境配慮の取組の推進 

１ 目標 

○ 医薬品・医療機器製造販売業者等による容器包装等の再資

源化の向上を図る。 

 ・指標：日本製薬団体連合会加盟企業の工場・事業所から発

生する廃棄物の最終処分量 

 ・目標値：令和２（2020）年度において平成 12（2000）年度

比 70％程度削減する。 

○ 医薬品・医療機器製造販売業者等による廃プラスチック再

資 

源化の向上を図る。 

 ・指標：日本製薬団体連合会加盟企業の工場・事業所から発

生する廃プラスチックの再資源化率 

 ・目標値：令和12（2030）年度において廃プラスチック再資

源化率を65％以上とする。 

 

○ 医薬品製造販売業者等による自主的な環境配慮の取組を推

進する。 

【施策の柱】 

○ 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法

律(平成 7年法律第 112号)の適正な運用 

○ 資源の有効な利用の促進に関する法律(平成 3年法律第 48

号)の適正な運用 

○ 密閉型蓄電池を使用する医薬品製造販売業者等に対する自

主回収及び再資源化への支援(資源有効利用促進法に基づく

主務大臣の認定) 

○ グリーン購入、環境報告書の作成・公表の促進等、環境に

配慮した経営に向けた普及啓発 

２ 進捗状況・実績 

○ 「1 目標」に掲げる法律の適正な運用について、逐次、事

業者団体及び関係省庁と連携して、施策に取り組んだ。 

また、リデュース・リユース・リサイクル推進協議会が主

催する「リデュース・リユース・リサイクル推進功労者等表

彰」及びエコプロダクツ大賞推進協議会が主催する「エコプ

ロダクツ大賞」に関係省庁と連携して参画し、医薬品製造販

売業者等の 3Ｒ活動及びエコプロダクツの普及を支援してい
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る。 

○ なお、医薬品製造販売業者等の加盟団体の一つである日本

製薬工業協会は自ら環境報告書を作成するとともに、日本製

薬団体連合会は加盟企業の工場・事業所から発生する廃棄物

の最終処分量を令和２（2020）年度において平成 12（2000）

年度比 70％程度削減すること等を目標としている。 

○ 日本製薬団体連合会加盟企業の工場・事業所から発生する

廃棄物の最終処分量は、令和 1（2019）年度実績では 5,900

ｔであり、20.0％まで削減（平成 12（2000）年度比）してお

り、更なる削減への取組が期待される。 

○実績値 

令和1（2019）年度；5,900t（平成12（2000）年度比 20.0％） 

平成30（2018）年度；5,500t（平成12（2000）年度比 18.6％） 

平成29（2017）年度；6,500t（平成12（2000）年度比 22.1％） 
※実績値は日本製薬団体連合会傘下の日本製薬工業協会、日本

ＯＴＣ医薬品協会、日本ジェネリック製薬協会及び日本漢方

生薬剤協会加盟企業の調査結果に基づいている。 

３ 評価・課題 

○ 中小企業者である医薬品製造販売業者等の環境配慮におけ

る取組には遅れがみられることから、その推進に努める必要

がある。 

４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○ 環境に配慮した率先的な取組例などを医薬品製造販売業者

等に情報提供していくとともに、これら事業者の取組の進捗

状況を把握していくことに努める。 
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③ 医療施設、保健衛生施設、社会福祉施設等における環境配慮の取組の推進  

１ 目標 

○ 医療施設、保健衛生施設、社会福祉施設等における環境対

策関係法令の遵守を促す。 

○ 医療施設、保健衛生施設、社会福祉施設等設置者による自

主的な環境配慮の取組を推進する。 

【施策の柱】 

○ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律(平成 12年

法律第 104号)の遵守 

○ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和 45年法律第 137

号)の遵守 

○ グリーン購入、環境報告書の作成・公表の促進等、環境に

配慮した経営に向けた普及啓発 

２ 進捗状況・実績 

○ 医療施設、保健衛生施設、社会福祉施設に対して送付した、

「厚生労働省における環境配慮の方針」（平成 19年 7月 26

日環境対策推進本部決定）にそって、環境に配慮した経営に

向けた普及啓発を行ったところである。 

○「病院における省エネルギー実施要領」（平成 20年 3月）を

定め、本実施要領を活用した省エネ等のエネルギー管理の取

組について、病院関係団体に協力を依頼したところである。 

○「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮

した事業活動の促進に関する法律」（平成 16年法律第 77号）

における特定事業者に定められている厚生労働省所管の独立

行政法人は、平成 30（2018）年度の環境報告書を作成・公表

したところである。 

３ 評価・課題 

○ 「厚生労働省における環境配慮の方針」を医療施設、保健

衛生施設、社会福祉施設に送付し、各施設における事業活動

上の環境配慮の取組普及を依頼したことにより、環境配慮の

意識も進みつつあるものと思われるが、各施設の所轄庁の大

部分が都道府県等であるため、取組状況の実態把握が困難な

状況である。 

○ 平成 17年４月の環境情報の提供の促進等による特定事業

者等の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律の施行か

ら 15年が経過し、事業者の環境配慮に対する意識はかなり高

まってきていると思われるが、環境報告書の公表を行ってい

るのが依然として大企業者が主であること等を鑑み、一層の

意識高揚が必要と思われるため、環境配慮の状況の公表の方

法に関する情報の提供等、事業活動における環境配慮の取組

普及に努める必要がある。 

４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○ 引き続き、環境に配慮した率先的な取組例等を都道府県等

に対して情報提供していくとともに、取組状況の実態に関し

て都道府県等からの情報提供を促す。 

○ 今後も積極的な情報提供等を通じて、継続的に普及、啓発

活動に努める。 
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④ 厚生労働省所掌の事業者(独立行政法人,公益法人等)による自主的な環境配慮の取

組の推進  

１ 目標 

○ 厚生労働省所掌の事業者（独立行政法人、公益法人等）に

よる自主的な環境配慮の取組を推進する。 

【施策の柱】 

○ グリーン購入、環境報告書の作成・公表の促進等、環境に

配慮した経営に向けた普及啓発 

２ 進捗状況・実績 

○ 平成 30年 5月省エネルギー・省資源対策推進会議省庁連絡

会議決定「夏季の省エネルギーの取組について」、平成 30年

10月同会議決定「冬季の省エネルギーの取組について」等を

周知し、環境に配慮した取組例などを情報提供し、これらの

取組について、積極的に推進するよう要請している。 

○ 環境配慮契約、グリーン購入及び環境報告書に関する周知

をすることで、環境に配慮した取組を促している（※）。 

○ 各職員に対して継続的にグリーン購入の意識を促すため、

物品調達の際に提出する様式に、グリーン購入法適合の有無

についてチェックする欄を設けている。 

○ ホームページにおいて、「環境物品等の調達の推進を図る

ための方針」、「環境物品等の調達実績の概要」及び「特定

調達品目調達実績取りまとめ表」を毎年作成・公表している。 

○ 法人の自主的な取組としては、以下のようなものもある。 

・ 用紙類の使用量の削減。 

・ 水栓には、節水コマを取り付ける。さらに、必要に応じ、

水栓での水道水圧を低めに設定する  

・ 毎月、光熱水量をとりまとめ、各部署の担当者による省

エネプロジェクトや部長等会議に報告を行い、エネルギー

使用の抑制に関する注意喚起を行っている。 

・ スイッチの適正管理による待機電力の削減、省エネモー

ドの設定など、エネルギー使用量の抑制。 

（※一部の法人に対して行っているものである。） 

３ 評価・課題 

○ 団体職員に対して環境配慮の重要性を啓発するなど、所管

法人における環境配慮の取組も浸透してきているが、法人に

よって取組み具合にはばらつきがあるため、引き続き、一層

の取組推進を図っていく必要がある。 

４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○ 引き続き、所管法人に自主的な環境配慮の取組を促すとと

もに、その取組の進捗状況を把握していくこととする。 
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（３）生物多様性の確保・自然発生 

 ① 医薬品等分野における生物多様性の確保の推進  

１ 目標 

○ 医薬品等分野において生物多様性の確保を図る。 

 ・指標：第一種使用等(開放系での使用等)に係る承認件数、

第二種使用等(閉鎖系での使用等)に係る確認件数 

【施策の柱】 

○ 遺伝子組換え生物等を使用した医薬品等の適正な製造等の

確保(遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様

性の確保に関する法律(平成 15年法律第 97号)の適正な運用) 

２ 進捗状況・実績 

○ 医薬品等について、令和２（2020）年度内に新たに行われ

た第一種使用等に係る承認の件数は９件、第二種使用等に係

る確認件数は73件であった。これにより同年度末における累

計数は、第一種使用等に係る承認の件数は34件、第二種使用

等に係る確認の件数は424件となった。 

○ 令和元（2019）年度末の製造業者等からの遺伝子組換え生

物等を使用した医薬品等の製造状況に関する報告数は127件

であった。 

(注）遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の

確保に関する法律に基づく第一種使用等に係る承認申請中

又は第二種使用等に係る確認申請中に年度報告を提出して

いる製造販売業者があること、第二種使用等に係る確認を

要しない遺伝子組換え生物を使用する場合であっても年度

報告の提出が必要となる場合があることなどから、上記の

数字は必ずしも一致しない。 

○ 現状 

第一種使用等に係る承認件数； ９件（令和２(2020)年度） 

； ８件（令和元(2019)年度） 

； ７件（平成 30(2018)年度） 

第二種使用等に係る確認件数； 73件（令和２(2020)年度） 

； 29件（令和元(2019)年度） 

； 32件（平成 30(2018)年度） 

３ 評価・課題 

○ 医薬品等の分野において、遺伝子組換え生物等の使用等の

規制による生物の多様性の確保に関する法律の適正な運用が

行われている。 

４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○ 引き続き、医薬品等の分野においても遺伝子組換え生物等

の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律に基

づき、生物多様性の保全を図っていくこととする。 
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（４）環境リスクの管理 

① 水道施設における廃棄物・リサイクル対策の推進  

１ 目標 

○ 浄水汚泥の有効利用を推進する。 

・指標：浄水発生土の有効利用率(%) 

・目標値：100％ 

【施策の柱】 

○ 浄水汚泥の循環的利用の推進 

２ 進捗状況・実績 

○  水道事業者に対して、水道施設整備による浄水汚泥の有効

利用の推進等に努めるよう助言を行っている。平成30（2018）

年度末で、浄水汚泥の有効利用率74%であった。 

○ 実績値 

平成30（2018）年度末：74％ 

平成29（2017）年度末；74％ 

平成28（2016）年度末；72％ 

  

３ 評価・課題 

○ ここ数年の傾向として、有効利用率は横ばい傾向であり、

平成30（2018）年度においては、前年比横ばいであった。目標

達成に向けて、埋立て等による処分を減らすことが今後の課題

である。そのために、水道事業者等に対して指導等を行って行

くことが必要である。 

４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○  引き続き、水道事業者に対して、水道施設整備による浄水 

汚泥の有効利用の推進等に努めるよう指導等を行っていくこ 

ととする。 

○ 令和３年３月にホームページへ掲載した全国水道担当者会

議資料において、全国の水道事業者等に浄水汚泥の有効利用

推進について周知したところ。引き続き全国水道担当者会議

等において浄水汚泥の有効利用に係る情報提供を実施する。 

 

 

② 水道広域化、漏水対策、用途間転用等による、水資源の確保  

１ 目標 

○ 水道広域化、漏水対策、用途間転用等により、水資源の有

効利用を推進する。 

 ・指標：有効率(%)（＝年間有効水量／年間給水量） 

 ・目標値：95% 

○ 流域関係者と連携し、取排水系統の再編等良好な水道水源

の確保に努める。 

・指標：原水良好度(有機物(TOC)の水道原水における水道水

質基準達成率(%)) 

・目標値：前年度以上 

○ 所要の施設整備を行い、安心・快適な水道水を供給する。 

 ・指標：水道普及率(%) 

 ・目標値：前年度以上 
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【施策の柱】 

○ 水道広域化、水道水源開発、未普及地域解消、老朽管布設

替、高度浄水処理施設整備等に係る技術的・財政的支援措置 

○ 原水から給水までの統合的アプローチによる水道水質管理

水準の向上 

２ 進捗状況・実績 

○  有効率、原水良好度及び水道普及率の向上のため、国庫補 

助事業等により、広域連携に伴う施設の統廃合・簡易水道等

の整備、水道水源の確保、老朽管等の水道施設の計画的な更

新等を行った結果、平成30（2018）年度末で、上水道事業の

有効率は92.5%、原水良好度は97.4%、水道普及率は98.0%とな

った。 

○ 実績値  

 ・水道広域化、漏水対策、用途間転用等により、水資源の有

効利用を推進する。（有効率(%)（＝年間有効水量／年間給水

量）） 

平成 30（2018）年度末；92.4％ 

平成 29（2017）年度末；92.5％ 

平成 28（2016）年度末；92.8％ 

 

 ・流域関係者と連携し、取排水系統の再編等良好な水道水源

の確保に努める。（原水良好度(有機物(TOC)の水道原水にお

ける水道水質基準達成率(%)） 

平成 30（2018）年度末；97.3％ 

平成 29（2017）年度末；97.4％ 

平成 28（2016）年度末；97.1％ 

 

 ・所要の施設整備を行い、安心・快適な水道水を供給する。

（水道普及率(%)） 

平成 30（2018）年度末；98.0％ 

平成 29（2017）年度末；98.0％ 

平成 28（2016）年度末；97.9％ 

 

３ 評価・課題 

○  前年度以上を目標としている原水良好度、水道普及率は前

年度と同等程度である一方、有効率は目標を達成できなかっ

た。原因として、管路の老朽化等に伴う漏水等が考えられる

ので、管路の更新率を上昇させる等の漏水対策に資する取組

を進めていくことが課題である。 

４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○ 引き続き、有効率の目標達成に向け、管路の更新等を推進

し、漏水率の低減を図っていく。 

○  あわせて、有効率及び水道普及率の向上並びに良好な水道

水源の確保に努めるよう指導等を行っていくこととする。 

○ 2018年12月に公布された水道法改正法を踏まえ、各水道事

業者において水道施設の維持・修繕や計画的な更新が着実に

取り組まれるよう、「水道施設の点検を含む維持・修繕の実

施に関するガイドライン」の作成や、アセットマネジメント
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の手引き等の改良など、継続的に技術的な支援を行うととも

に、引き続き、水道広域化施設・簡易水道等の整備、水道水

源の確保、老朽管等の水道施設の計画的な更新等に対する国

庫補助を行っていくこととする。 

○ 令和３年３月にホームページへ掲載した全国水道担当者会

議資料において、管路の更新等に係る情報提供を実施したと

ころ。引き続き全国水道担当者会議等において管路の更新等

に係る情報提供を実施する。 

 

 

③ 医療施設、社会福祉施設等のアスベスト等に係る調査・除去の推進   

１ 目標 

○ 医療施設、社会福祉施設等における吹付けアスベスト等の

使用実態調査や、アスベストの除去を推進する。 

【施策の柱】 

○ 医療施設、社会福祉施設等の建築物等に使用されている吹

付けアスベスト等及びアスベスト含有保温材等で、含有する

アスベストの重量が当該製品の重量の 0.1％を超える建築物

等の使用実態把握 

○ アスベストが発見され、ばく露のおそれのある場所を有す

る医療施設、社会福祉施設等に対して、直ちにアスベストの

除去等法令に基づき適切な措置を講じるよう、都道府県等に

対して指導を要請 

２ 進捗状況・実績 

○ 医療施設については、平成 29（2017）年に引き続き、令和

元（2019）年７月に「病院におけるアスベスト（石綿）等使

用実態調査に係るフォローアップ調査」を実施し、令和２

（2020）年２月に調査結果の公表を行った。調査の結果、ば

く露のおそれのある場所を有する病院数については、吹付け

アスベスト等、アスベスト含有保温材等ともに減少している。 

・吹付けアスベスト等のばく露のおそれのある場所を有する

病院数 

令和元（2019）年； 10病院 

平成 29（2017）年； 15病院 

・アスベスト含有保温材等のばく露のおそれのある場所を有

する病院数 

令和元（2019）年； 79病院 

平成 29（2017）年；113病院 

○ 調査結果を踏まえ、都道府県等に対して通知を発出し、未

措置状態の医療施設に対し、アスベストの除去等適切な措置

を講ずるとともに、アスベストの有無が判明していない施設

については早期に調査を終了するよう、指導の徹底を要請し

た。 

○ 社会福祉施設等については、平成 28年９月に「社会福祉

施設等における吹付けアスベスト（石綿）等及びアスベスト

（石綿）含有保温材等使用実態調査」（平成 26（2014）年の

石綿障害予防規則改正により、アスベスト含有保温材等が新
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たに規制対象となったことから、改めて全ての施設を対象に

調査を実施）を実施し、平成 30年３月に公表を行った。 

・吹付けアスベスト等及びアスベスト含有保温材等のばく露

のおそれのある場所を有する社会福祉施設等数 

平成 28（2016）年； 923施設 

（注）調査時点後に、ばく露のおそれのある社会福祉施

設等について確認したところ、715施設については、

措置済もしくは措置を講じる予定となっていること

を確認。 

○ 調査結果を踏まえ、都道府県等に対して通知を発出し、未

措置状態の社会福祉施設等に対し、アスベストの除去等適切

な措置を講ずるとともに、アスベストの有無が判明していな

い施設については早期に調査を終了するよう、指導の徹底を

要請した。 

３ 評価・課題 

○ 医療施設については、ばく露のおそれのある場所を有する

病院については、早急に除去等の措置が行われるよう指導の

徹底を図ることが必要である。また、アスベストの使用の有

無が判明していない病院については、早期に調査を終了し必

要な措置を講ずるよう指導の徹底を図ることが必要である。 

○ 社会福祉施設等については、現在実施している調査の結果

を踏まえ、ばく露のおそれのある施設については、早急に除

去等の措置が行われるよう指導の徹底を図ることが必要であ

る。また、アスベストの使用の有無が判明していない施設に

ついては、早期に調査を終了し必要な措置を講ずるよう指導

の徹底を図ることが必要である。 

４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○ 医療施設については、ばく露のおそれのある場所を有する

病院や、調査の実施時期が明確でない病院に対し、速やかに、

除去等の措置や、調査の実施時期等を報告させることとして

いる。この報告を踏まえ、確実に除去等の措置が行われるよ

う、都道府県に指導の徹底を要請していく。また、フォロー

アップ調査を継続し、全ての施設においてアスベスト対策が

適切に行われるよう確認していく。 

○ 社会福祉施設等については、現在実施している調査の結果

を踏まえ、ばく露のおそれのある施設に対し、確実に除去等

の措置が行われるよう、都道府県等に指導の徹底を要請して

いく。また、フォローアップ調査を継続し、全ての施設にお

いてアスベスト対策が適切に行われるよう確認していく。 

 

 

④ 環境リスクの評価・管理の推進  

１ 目標 

○ 化学物質について、環境リスクの評価、管理等を推進する。 

 ・指標：規制物質数 

【施策の柱】 

○ 有害性及びリスクの評価、管理等の実施(化学物質の審査及

び製造等の規制に関する法律(昭和 48年法律第 117号)の適正
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な運用) 

○ 既存化学物質の安全性点検の実施 

２ 進捗状況・実績 

○ 優先評価化学物質の指定（227物質）を実施した。令和３年

４月１日現在で、第一種特定化学物質は33物質群、第二種特

定化学物質は23物質群、監視化学物質は41物質、優先評価化

学物質は227物質となった。  

○ 令和２（2020）年度は、既存化学物質の安全性点検のため、

新たに４物質について毒性試験を実施した。 

○ 実績値 

（令和２年４月１日） 

第一種特定化学物質 33、第二種特定化学物質 23、 

 監視化学物質（旧第一種監視化学物質）38 

 優先評価化学物質 226 

（平成 31年４月１日） 

 第一種特定化学物質 33、第二種特定化学物質 23、 

 監視化学物質（旧第一種監視化学物質）38 

 優先評価化学物質 223 

（平成 30年４月２日） 

 第一種特定化学物質 33、第二種特定化学物質 23、 

 監視化学物質（旧第一種監視化学物質）38 

 優先評価化学物質 208 

 

３ 評価・課題 

○ 人の健康を損なうおそれがある化学物質による環境の汚染

の防止のため、優先的に安全性評価を行う必要があると認め

られる化学物質について優先評価化学物質に指定する等、化

審法の適正な運用が行われた。 

○ 既存化学物質のうち、毒性情報を優先して収集すべきと考

えられる物質について安全性点検等を実施した。 

 

４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○ 引き続き、環境リスクの評価、管理等を推進していくこと 

とする。 

○ ばく露が多いと考えられる既存化学物質等について、引き

続き、安全性点検を実施する。 

   

 

⑤ 化学物質リスク研究事業の推進   

１ 目標 

○ 環境中化学物質のリスク研究事業を推進し、施策へ反映す

る。 

 ・指標：厚生労働科学研究における研究課題数 

【施策の柱】 

○ 化学物質の評価手法の迅速化・高度化・標準化 

○ ナノマテリアルのヒト健康影響評価手法の確立 
○ 室内空気汚染対策や家庭用品の安全対策 
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○ 家庭用品に含まれる化学物質の健康リスク評価 等 

２ 進捗状況・実績 

○ 令和２（2020）年度は、厚生労働科学研究における化学物

質リスク研究事業として 18件の研究課題を実施した。 

○ 令和３（2021）年度は、厚生労働科学研究における化学物

質リスク研究事業として、新たに指定型研究５課題を実施予

定とし、また、公募型課題としては２～４課題程度予定（公

募中）。 

○ 実績値 

令和２（2020）年度；18件に交付（4.6億円） 

令和元（2019）年度；19件に交付（4.4億円） 

平成 30（2018）年度；21件に交付（4.2億円） 

 

３ 評価・課題 

以下について評価できる。 

○ 化学物質の安全性評価手法として、OECDテストガイドライ

ンの作成活動に研究成果を活用する等、国際貢献に寄与した

こと 

○ ナノマテリアルの評価手法として、吸入曝露及び気管内投

与手法等において、新たな評価手法が有効である可能性が示

せたこと 

○ シックハウス（室内空気汚染）問題に関する検討会での議

論に必要な基礎データとして、研究事業の成果を活用したこ

と 

○ 家庭用品規制法で定められている試験法のうち、溶剤３種、

防炎加工剤３種、木材防腐・防虫剤８種について、GC-MS法

の検討を行ったこと 等。 

４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○ 引き続き、適切な研究課題を設定し、化学物質リスク研究

事業を推進していくこととする。 

 

 

 ⑥ 情報収集・提供体制の推進   

１ 目標 

○ 化学物質に係る情報収集・提供体制を整備する。 

・指標：既存化学物質毒性データベース（JECDB）の登録状況 

・目標値：登録試験数 年間 20件 

【施策の柱】 

○ 化学物質に係る各種データベースの整備、インターネット

等を通じた情報の発信等 

２ 進捗状況・実績 

○ 現在、JECDB登録試験数は 1,567件であり、登録試験数を

さらに増やすべく鋭意作業を進めている。 

○ 実績値 

令和２（2020）年度末；登録試験数 1,567件（累計） 

令和元（2019）年度末；登録試験数 1,563件（累計） 
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平成 30（2018）年度末；登録試験数 1,559件（累計） 

 

 

３ 評価・課題 

○ 化学物質の安全性情報については厚生労働省ホームページ

等で情報提供してきているところだが、市場に流通している

化学物質のうち、十分な情報提供がなされているものはまだ

限られている。 

４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○ 引き続き、化学物質に係る情報の収集を行い、JECDBへの

登録を行うとともに、厚生労働省ホームページ等において情

報提供することとしている。 

 

 

 ⑦ 国際的な研究協力の推進   

１ 目標 

○ 化学物質健康影響評価に係る国際的な研究等の協力を推進

する。 

 ・指標：有害性評価内容の英語による公開件数 

【施策の柱】 

○ 有害性評価内容の英語による公開、OECD(経済協力開発機

構)等の関係国際機関の活動への参画等 

２ 進捗状況・実績 

○ OECDにおける CoCAM事業の終了にともない、従来行ってき

た化学物質の安全性試験結果の OECDへの報告は平成 26

（2014）年度で終了（同事業では通算 176物質の試験結果を

報告した）。その後は、有害性評価結果の英語による公開を

進めている。 

○ 実績値 

（有害性評価結果の英語による公開数（平成 28(2016)年度以

降の累計）） 

令和２（2020）年度末；25物質 

令和元（2019）年度末；20物質 

平成30（2018）年度末；15物質 

 

○OECDのCoCAM事業の後継として開始されたIATAケーススタデ
ィ（評価対象物質の試験データがない場合に、類似物質の情
報等から総合的に安全性を推測する方法の開発活動）に参画
し、新規手法の開発に寄与した。 

 

３ 評価・課題 

○ 有害性評価結果の英語による公開を進めるとともに、新し

い評価手法の開発活動に参画する等、積極的に国際的な協力

を推進した。 

４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○ 引き続き、化学物質対策に係る国際的な研究協力を推進す

る。 



 

18 

 

 

Ⅱ 通常の経済活動主体としての厚生労働省の業務における環境配慮の取組 

 

（１）環境物品等の活用   

 １ 目標 

○ 環境物品等を活用することにより、環境への配慮を促進す

る。 

 ・指標：調達率 100%(95%)を達成した品目数の割合 

 ・目標値：100% 

【施策の柱】 

○ 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律(平成

12年法律第 100号)に基づく環境物品等の調達を図るための

方針に基づくすべての取組の推進 

２ 進捗状況・実績 

○ 毎年、「環境物品等の調達の推進を図るための方針」(厚生

労働省グリーン調達推進本部決定。以下「調達方針」という。）

を策定し、環境物品等の調達目標等を定めている。そして、

毎会計年度終了後、環境物品等の調達の実績を取りまとめて

公表するとともに、環境大臣へ通知している（平成 30年度の

実績は別添１のとおり。）。 

  環境物品等の特定調達物品（国及び独立行政法人等が重点

的に調達を推進する際の判断基準を満たす物品）については、

調達方針に基づき、エコマーク等の情報を活用することによ

り、できる限り環境負荷の少ない物品の調達に努めた。 

  また、特定調達物品以外の物品等についても調達方針に準

じて、エコマーク等の認定を受けている製品又はこれと同等

の環境物品を調達するよう努めた。 

○ 実績値 

平成 31（2019）年度；62.3％（85.8％）（別添１参照） 

平成 30（2018）年度；67.4％（89.6％） 

平成 29（2017）年度；63.5％（82.2％） 

３ 評価・課題 

○ 平成 31（2019）年度の調達については、特定調達物品等の

調達率 100％を達成した品目がある一方、機能・性能上の必

要性等により調達率が目標値に及ばない品目があった。 

  今後の調達に際しては、グリーン購入法の趣旨に鑑み、引

き続き可能な限り環境物品等の調達推進に一層努めることと

する。 
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４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○ 引き続き、調達担当者に対してグリーン購入法の趣旨を徹

底するとともに、原則、グリーン購入法の基準を満たすもの

とするよう指導等を行っていくことにより更に実績値の向上

に努める。 

 

 

（２）温室効果ガスの排出抑制   

１ 目標 

○ 温室効果ガスの排出を抑制し、環境への配慮を促進する。 

○ 地球温暖化対策の推進の関する法律（平成 10年法律第 117

号）に基づく「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガス

の排出の抑制等のため実行すべき措置について定める計画」

（政府実行計画）（平成 28 年５月 13 日閣議決定）に基づく

取組の推進に基づき、平成 25（2013）年度を基準として、令

和２（2020）年度までに 10％削減を目指すこととする。 

○ 令和３年度以降については、令和２年度に見直し予定の政

府実行計画に基づき、取組を推進する。 

 

【施策の柱】 

○ 地球温暖化対策の推進の関する法律（平成 10年法律第 117

号）に基づく政府実行計画（平成 28年５月 13日閣議決定）

に基づく取組の推進。 

２ 進捗状況・実績 

○ 令和元年６月に事務連絡を発出し、会議資料のペーパーレ

ス化の推進など、より一層の取組を要請した。 

 

○ 実績値（温室効果ガス総排出量） 

令和元（2019）年度 12.4％減（平成 25（2013）年度比） 

平成 30（2018）年度 6.6％減（平成 25（2013）年度比） 

平成 29（2017）年度 6.6％減（平成 25（2013）年度比） 

（別添２参照） 

※本フォローアップ時点において、政府実行計画は令和３年度 

中の見直し予定としている。 

３ 評価・課題 

〈令和元（2019）年度実績〉 

○地方支分部局における「用紙の使用量」、本府省における「エ

ネルギー供給設備等における燃料使用量」及び「単位面積当

たりの上水使用量」が増加しているが、省全体としては、各

項目とも基準年度に対し減となっており、目標達成に向け引

き続き積極的な取組を進めていく。 

 

〈平成 30（2018）年度実績〉 

○各項目とも、基準年度に対し減となっており、目標達成に向

け引き続き積極的な取組を進めていく。 

 

〈平成 29（2017）年度実績〉 
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○ 「エネルギー供給設備等における燃料使用量」及び「用紙

の使用量」については基準年度より増加しているため、更に

積極的に取組を進めていく。 

 

４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○ 今後も温室効果ガス総排出量の削減に向けて「厚生労働省

がその事務及びその事業に関し温室効果ガスの排出の抑制

等のため実行すべき措置について定める計画」（厚生労働省

実行計画）に掲げた取組を継続する。 

○ 令和３年度に「政府実行計画」の 2030年度に向けた見直

しが予定されていることから、「厚生労働省実行計画」につ

いても、これに合わせて見直しを行う。 

 

 

（３）働き方・休み方改革の推進を通した職場における環境負荷の低減  

 

１ 目標 

 

○ 仕事と生活の調和が取れた働き方の実現を通じて、職場とし 

ての環境負荷の低減に努める。 

（指標；「厚生労働省働き方・休み方改革」に基づく年次休暇達 

成率(本省内部部局)） 

目標値 ⇒年間 16日以上の年次有給休暇（以下「年休」という。） 

を取得し、少なくとも全職員の 75％が、毎月１日以 

上の年休を取得する。   

【施策の柱】 

○ 平成 27年１月 27日に提言された、省内長時間労働削減推進

チーム報告書「厚生労働省働き方・休み方改革推進戦略～『休

むことも仕事です。今度こそ本気です。』～」を踏まえ「厚生

労働省働き方・休み方改革」として以下の取組を行う。 

① 職員は原則として毎日 20時までに退庁することとし、課室長

もそれ以降の在庁を認めない。国会対応など他律的業務を除き、

やむを得ない場合でも 22時までに退庁することとし、それ以降

になる場合には翌日朝勤務を活用する等の取組を行う。 

② 全職員が年間 16日以上の年次有給休暇（以下「年休」という。）

を取得し、少なくとも全職員の 75％が、毎月１日以上の年休を

取得させる。 
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２ 進捗状況・実績 

 

○ 本本省内部部局において「厚生労働省働き方・休み方改革」

に基づき、原則 20時に退庁すること、月 1回の休暇を取得する

職員を 75％以上とすることを目標とし、令和２年１月から令和

２年 12月までの休暇取得率は 59％であった。 

○ 「節目休暇」の設定 

・年次休暇の取得をより強力に促進するため、勤続期間が満５

年に達した以降５年ごとに職員が年次休暇等を組み合わせて

連続する 1 週間以上の休暇等を取得する「節目休暇」を設定

する取組を行っている。 

○ このほか、次の取組などを行った。 

・ 国会待機について、極力必要最小限の人数で対応するよう

努めた。 

○ 実績値（年次休暇取得日数） 

令和元（2019）年；１４．０日（本省） 

平成 30（2018）年；１４．５日（本省） 

平成 29（2017）年；１４．４日（本省） 

 

３ 評価・課題 
 部局長等の意識を改革し、職員の出退勤の組織管理の徹底、業

務の効率化等を PDCAサイクルを通じて効果的に実施していく。 

４ 今後の方向性 

(見直しの方向性) 

○ 平成 27年１月 27日に提言された、省内長時間労働削減推進

チーム報告書「厚生労働省働き方・休み方改革推進戦略～『休

むことも仕事です。今度こそ本気です。』～」を踏まえた「厚

生労働省働き方・休み方改革」を推進。 

○ また、上記のほか、「厚生労働省業務改革・働き方改革加速

化チーム中間とりまとめ」（平成 29年５月 29日）に基づく取

組を実施。 

 



平成３１（２０１９）年度特定調達品目調達実績取りまとめ表 年間集計用 府省・機関等名称

自動計算 自動計算 自動計算 自動計算 自動計算 自動計算

分 野 ①　目標値 ②　総調達量 ③　特定調達物品等 ④　特定調達物品等 ⑤　目標達成率 ⑫　備考

の調達量 　　　の調達率 ＝④/① ⑥　調達量 ⑦　具体的仕様 ⑧　調達量 ⑨　具体的仕様の主な例 ⑪　主な理由

＝③/② （一部＝③/①） ③の内数 環境への配慮の内容 ⑩　環境への配慮の内容

紙 類 (7) 100 % 4708469.211 kg 4591481.211 kg 98 % 98 % 330132.5 kg グリーン購入法適応、総合評価値82、総合評価値85、古紙パルプ100%配合116988 kg 白色度80%、古紙パルプ配合なし 機能・性能上の必要性

100 % 718.70344 kg 718.70344 kg 100 % 100 % 6.8 kg 0 kg

100 % 663.08 kg 661.08 kg 100 % 100 % 14.1 kg 2 kg 高白色、又は写真用紙 機能・性能上の必要性

100 % 157101.8733 kg 139007.5806 kg 88 % 88 % 87435.74 kg 18094.29269 kg 表彰状用紙、感謝状用紙、上質紙等 条件を満たすものがなかったため

100 % 141476.6447 kg 139345.1651 kg 98 % 98 % 1641.2 kg 2131.47964 kg
カラーレーザー＆カラーコピー用紙（両
面セミ光沢）、マルチプリンタラベル

機能・性能上の必要性

100 % 137620.362 kg 136960.362 kg 100 % 100 % 65246.52 kg グリーン購入法適応 660 kg とうほくﾘｻｲｸﾙ　12RS　8袋
東北6県から回収した古紙
をﾘｻｲｸﾙ

100 % 8410.662 kg 7530.662 kg 90 % 90 % 1772.6 kg 880 kg
ｸﾘﾈｯｸｽ　188*234㎜360枚(180
組)*5個*12P

箱とﾌｨﾙﾑ部がﾘｻｲｸﾙ製品

文 具 類 (83) 100 % 24052 本 21052 本 88 % 88 % 2958 本 グリーン購入法適応 3000 本
クリップペンシル　ソニック　DA-
488-D　50本入

機能・性質上の必要性

100 % 11843 個 11843 個 100 % 100 % 1222 個 グリーン購入法適応 0 個

100 % 135586 本 133922 本 99 % 99 % 16383 本 グリーン購入法適応 1664 本 永年勤続表彰用記念品等 機能・性質上の必要性

100 % 156608 本 156486 本 100 % 100 % 13794 本 122 本 ハイマッキー極太、マグネット付き 仕様を満たすものがなかった

100 % 66550 本 66412 本 100 % 100 % 8859 本 グリーン購入法適応 138 本 缶入り、色鉛筆等 価格を重視したため

100 % 6100 個 6100 個 100 % 100 % 614 個 グリーン購入法適応 0 個

100 % 3358 個 3358 個 100 % 100 % 402 個 グリーン購入法適応 0 個

100 % 48 個 44 個 92 % 92 % 0 個 4 個

100 % 55 個 50 個 91 % 91 % 4 個 5 個 サンビー　スチール印箱（豆） なし 価格を重視したため

100 % 151 個 143 個 95 % 95 % 69 個 8 個 材質：黒水牛 費用の増加

100 % 84612 個 83306 個 98 % 98 % 12058 個 グリーン購入法適応 1306 個

100 % 5559 個 5559 個 100 % 100 % 408 個 グリーン購入法適応 0 個

100 % 4436 個 4434 個 100 % 100 % 342 個 グリーン購入法適応 2 個 材質：R-PET 費用の増加

100 % 6098 個 6011 個 99 % 99 % 575 個 87 個 材質：ポリプロピレン 費用の増加

100 % 31846 個 31846 個 100 % 100 % 2160 個 グリーン購入法適応 0 個

100 % 4301 個 4300 個 100 % 100 % 413 個 グリーン購入法適応 1 個 カートリッジハードディスク　RHD500 機能・性能上の必要性

100 % 411 個 408 個 99 % 99 % 14 個 3 個 機能・性能上の必要性

100 % 1412 個 1412 個 100 % 100 % 67 個 0 個

100 % 911 個 911 個 100 % 100 % 73 個 0 個

100 % 9235 個 9223 個 100 % 100 % 1445 個 グリーン購入法適応 12 個 トンボ鉛筆　モノＰＸＮ　２．５㎜ なし 仕様をみたすものがなかった

100 % 588 個 567 個 96 % 96 % 10 個 21 個 スーパーキャップ加圧式、水性・油性両用 費用の増加

100 % 7431 個 7427 個 100 % 100 % 521 個 グリーン購入法適応 4 個 重ね貼りができるタイプ 機能・性能上の必要性

100 % 15646 個 15542 個 99 % 99 % 1488 個 グリーン購入法適応 104 個 援護事業用 機能・性能上の必要性

100 % 7876 個 7845 個 100 % 100 % 622 個 グリーン購入法適応 31 個 マジックステッカーほか 仕様をみたすものがなかった

100 % 11884 個 11856 個 100 % 100 % 434 個 グリーン購入法適応 28 個 TB-T36Rケイイン(36mm) 機能・性能上の必要性

100 % 3223 個 2716 個 84 % 84 % 170 個 507 個 indice ブックエンド　5色　RFBS-JP1組（5個入り）等 仕様をみたすものがなかった

100 % 146 個 143 個 98 % 98 % 1 個 3 個

100 % 1015 個 1015 個 100 % 100 % 867 個 0 個

100 % 2910 個 2901 個 100 % 100 % 214 個 グリーン購入法適応 9 個 レイメイ藤井　ハサミステンレスロングタイプほか 仕様をみたすものがなかった

100 % 7789 個 7616 個 98 % 98 % 245 個 173 個 コクヨ　超強力マグネット等 仕様をみたすものがなかった

100 % 7429 個 7266 個 98 % 98 % 829 個 グリーン購入法適応 163 個 材質：PMMA（クリア） 費用の増加

100 % 341 個 338 個 99 % 99 % 21 個 グリーン購入法適応 3 個 コクヨT-M15P、コクヨT-M15B

100 % 1099 個 1080 個 98 % 98 % 79 個 19 個 ハンドルロック付き 費用の増加

100 % 22 個 22 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 833 個 833 個 100 % 100 % 45 個 0 個

100 % 62 個 61 個 98 % 98 % 6 個 1 個

100 % 10988 個 10293 個 94 % 94 % 1727 個 グリーン購入法適応 695 個 材質：アクリル、ノンアルコール 費用の増加

100 % 213 個 213 個 100 % 100 % 172 個 0 個

100 % 517 個 517 個 100 % 100 % 10 個 0 個

100 % 365 個 352 個 96 % 96 % 41 個 13 個 材質：ポリプロピレン 費用の増加

100 % 2893 個 2887 個 100 % 100 % 1312 個 6 個

100 % 2009 個 1834 個 91 % 91 % 142 個 グリーン購入法適応 175 個 ジョインテックス　A501J-BL なし 価格を重視したため

100 % 8 個 8 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 42 台 42 台 100 % 100 % 0 台 0 台

100 % 2658 個 2655 個 100 % 100 % 243 個 グリーン購入法適応 3 個 コクヨペーパーカッター 仕様をみたすものがなかった

100 % 249 個 248 個 100 % 100 % 9 個 1 個

100 % 2226 個 2125 個 95 % 95 % 204 個 グリーン購入法適応 101 個 オカムラW795D795　角４－R5 仕様をみたすものがなかった

100 % 12 個 12 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 150 個 150 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 209 個 209 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 22 個 14 個 64 % 64 % 10 個 8 個 帛書墨　100ml　開明　SE1604 仕様をみたすものがなかった

判断の基準を満足しない物品等を調達した場合

OHPフィルム

絵筆

絵の具

墨汁

マウスパッド

ＯＡフィルター（枠あり）

丸刃式紙裁断機

カッターナイフ

カッティングマット

デスクマット

鉛筆削（手動）

OAクリーナー（ウエットタイプ）

OAクリーナー（液タイプ）

レターケース

ダストブロワー

メディアケース

製本テープ

ブックスタンド

ペンスタンド

紙めくりクリーム

クリップケース

はさみ

マグネット（玉）

マグネット（バー）

鉛筆

スタンプ台

消しゴム

回転ゴム印

ステープラー（汎用型）

事務用修正具（テープ）

定規

トレー

ゴム印

シャープペンシル替芯

ステープラー針リムーバー

連射式クリップ（本体）

印章セット

朱肉

パンチ（手動）

モルトケース（紙めくり用スポンジケース）

テープカッター

判断の基準より高い水準を満足する物品等を
調達した場合

（プレミアム基準による調達を含む）

塗工されていない印刷用紙

品 目

インクジェットカラープリンター用塗工紙

ステープラー（汎用型以外）

塗工されている印刷用紙

トイレットペーパー

ティッシュペーパー

シャープペンシル

ボールペン

クラフトテープ

厚生労働省

印箱

公印

コピー用紙

フォーム用紙

マーキングペン

両面粘着紙テープ

粘着テープ（布粘着）

事務用修正具（液状）
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分 野 ①　目標値 ②　総調達量 ③　特定調達物品等 ④　特定調達物品等 ⑤　目標達成率 ⑫　備考

の調達量 　　　の調達率 ＝④/① ⑥　調達量 ⑦　具体的仕様 ⑧　調達量 ⑨　具体的仕様の主な例 ⑪　主な理由

＝③/② （一部＝③/①） ③の内数 環境への配慮の内容 ⑩　環境への配慮の内容

判断の基準を満足しない物品等を調達した場合
判断の基準より高い水準を満足する物品等を

調達した場合
（プレミアム基準による調達を含む）

品 目

100 % 4658 個 4569 個 98 % 98 % 422 個 グリーン購入法適応 89 個 ホリゾンホットメルト他 仕様をみたすものがなかった

100 % 35 個 35 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 34343 個 34339 個 100 % 100 % 4654 個 グリーン購入法適応 4 個 ホリゾンホットメルトHM-110 仕様をみたすものがなかった

100 % 22584 個 22584 個 100 % 100 % 5622 個 0 個

100 % 1337831 冊 1332520 冊 100 % 100 % 193230 冊 グリーン購入法適応 5311 冊 コクヨL-A4LL 仕様をみたすものがなかった

100 % 12135 冊 12135 冊 100 % 100 % 1393 冊 グリーン購入法適応 0 冊

100 % 380415 個 379865 個 100 % 100 % 22237 個 550 個 ｺｸﾖ　ﾉ-816AEN
代替材料、ｴｺ包装、VOC対
策、ﾘｻｲｸﾙ

仕様をみたすものがな
かった

100 % 0 個 0 個 % % 0 個 0 個

100 % 120871 個 112637 個 93 % 93 % 1280 個 グリーン購入法適応 8234 個 クラウン　つづりひも なし 仕様をみたすものがなかった

100 % 8903 個 8738 個 98 % 98 % 592 個 グリーン購入法適応 165 個 コクヨ　マグネットカードケース なし 仕様をみたすものがなかった

100 % 17821670 枚 15809589 枚 89 % 89 % 760895 枚 グリーン購入法適応、古紙パルプ配合率100％再生紙を使用2012081 枚
できる限り「グリーン購入法」に対
応した銘柄を使用

原則、「グリーン購入法」に対
応した銘柄を使用することを
示している

古紙需給環境の影響によ
り対応製品を入手できな
かった

100 % 1019378 枚 715828 枚 70 % 70 % 76660 枚 グリーン購入法適応 303550 枚
できる限り「グリーン購入法」に対
応した銘柄を使用

原則、「グリーン購入法」に対
応した銘柄を使用することを
示している

古紙需給環境の影響によ
り対応製品を入手できな
かった

100 % 1376 個 646 個 47 % 47 % 508 個 730 個

100 % 16024 冊 16024 冊 100 % 100 % 4480 冊 グリーン購入法適応、古紙パルプ配合率100％再生紙を使用0 冊

100 % 36394 個 35992 個 99 % 99 % 902 個 グリーン購入法適応 402 個 35片×80シート 仕様をみたすものがなかった

100 % 44021 個 14867 個 34 % 34 % 610 個 29154 個 ライオンRB-１００ほか 機能・性能上の必要性

100 % 219095 個 216124 個 99 % 99 % 8277 個 グリーン購入法適応、エコマーク認定商品2971 個 タックインデックス紙ラベル特大１２０片入り 機能・性能上の必要性

100 % 330132 個 324058 個 98 % 98 % 15111 個 グリーン購入法適応、古紙パルプ配合率100再生紙を使用6074 個 ﾀｯｸﾒﾓ　ﾒ-3001 機能・性能上の必要性

100 % 13289 個 13289 個 100 % 100 % 478 個 0 個

100 % 1 個 1 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 356 個 354 個 99 % 99 % 35 個 2 個 デピカ　マグネット付 なし 機能・性能上の必要性

100 % 889 個 694 個 78 % 78 % 68 個 195 個 表装材：PETシート 費用の増加

100 % 593 個 563 個 95 % 95 % 47 個 30 個 材質：ポリプロピレン、ふた付き 費用の増加

100 % 100 個 100 個 100 % 100 % 7 個 0 個

100 % 0 個 0 個 % % 0 個 0 個

100 % 796 個 756 個 95 % 95 % 0 個 40 個 L型 仕様をみたすものがなかった

100 % 15723 個 15715 個 100 % 100 % 638 個 グリーン購入法適応 8 個 ナフーS200（6色入り） 仕様をみたすものがなかった

100 % 184 個 179 個 97 % 97 % 1 個 5 個 ﾐﾂﾔ　SNH-3 確認できず 仕様をみたすものがなかった

100 % 340 本 340 本 100 % 100 % 72 本 0 本

100 % 40 kg 40 kg 100 % 100 % 0 kg 0 kg

100 % 835 個 814 個 97 % 97 % 2 個 21 個 材質：R-PP 費用の増加

オ フ ィ ス 家 具 等 (10) 100 % 7945 脚 7841 脚 99 % 99 % 406 脚 グリーン購入法適応 104 脚 ステップチェア 入手不可

100 % 3806 台 3647 台 96 % 96 % 241 台 グリーン購入法適応 159 台 別製 入手できなかった（オーダーメイド）

100 % 906 連 902 連 100 % 100 % 45 連 4 連 エヌケイ　DP-C308 なし 仕様をみたすものがなかった

100 % 1298 台 1289 台 99 % 99 % 98 台 9 台 オカムラ　NS885Y-Z13 なし 仕様をみたすものがなかった

100 % 3608 台 3297 台 91 % 91 % 116 台 311 台 オカムラ　NS115ZS-FYA6 なし 仕様をみたすものがなかった

100 % 18 台 18 台 100 % 100 % 0 台 0 台

100 % 29 台 26 台 90 % 90 % 1 台 3 台 傘袋・スタンド

100 % 133 個 126 個 95 % 95 % 5 個 7 個 アルミ製枠、ピン、マグネット併用 費用の増加

100 % 4 個 4 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 201 個 191 個 95 % 95 % 13 個 グリーン購入法適応 10 個 アルミダイキャストシルバー塗装仕上げ 費用の増加

画 像 機 器 等 (10) 購入 175 台 175 台 19 台 0 台

リース・レンタル（新規） 194 台 193 台 16 台 1 台

リース・レンタル（継続） 307 台 307 台 0 台

購入 19 台 19 台 7 台 0 台

リース・レンタル（新規） 73 台 72 台 0 台 1 台 モノクロ複写機 機能・性質上の必要性

リース・レンタル（継続） 41 台 41 台 0 台

購入 156 台 156 台 12 台 0 台

リース・レンタル（新規） 121 台 121 台 16 台 0 台

リース・レンタル（継続） 266 台 266 台 0 台

購入 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 505 台 503 台 35 台 2 台

リース・レンタル（新規） 4 台 4 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 48 台 48 台 0 台

購入 445 台 443 台 35 台 2 台 プリンター　Satera LBP6040 機能・性質上の必要性

リース・レンタル（新規） 4 台 4 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 16 台 16 台 0 台

購入 60 台 60 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 32 台 32 台 0 台

100100 %

プリンタ

プリンタ複合機

プ
リ
ン
タ
等

プリンタ等合計
100 %%

%

傘立て

拡張性デジタルコ
ピー機

タックラベル

黒板拭き

ホワイトボード用イレーザー

額縁

ごみ箱

梱包用バンド

缶・ボトルつぶし機（手動）

名札（机上用）

鍵かけ(フックを含む。)

窓付き封筒（紙製）

けい紙・起案用紙

ローパーティション

コートハンガー

いす

机

棚

掲示板

収納用什器（棚以外）

ノート

パンチラベル

インデックス

付箋紙

グラウンド用白線

リサイクルボックス

のり（固形）（補充用を含む。）

のり（テープ）

ファイル

バインダー

ファイリング用品

付箋フィルム

アルバム（台紙を含む。）

つづりひも

カードケース

事務用封筒（紙製）

のり（液状）（補充用を含む。）

のり（澱粉のり）（補充用を含む。）

100100 %100

コ
ピ
ー

機
等

%

ホワイトボード

チョーク

名札（衣服取付型・首下げ型）

黒板

コピー機

複合機

コピー機等合計
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分 野 ①　目標値 ②　総調達量 ③　特定調達物品等 ④　特定調達物品等 ⑤　目標達成率 ⑫　備考

の調達量 　　　の調達率 ＝④/① ⑥　調達量 ⑦　具体的仕様 ⑧　調達量 ⑨　具体的仕様の主な例 ⑪　主な理由

＝③/② （一部＝③/①） ③の内数 環境への配慮の内容 ⑩　環境への配慮の内容

判断の基準を満足しない物品等を調達した場合
判断の基準より高い水準を満足する物品等を

調達した場合
（プレミアム基準による調達を含む）

品 目

購入 63 台 63 台 1 台 0 台

リース・レンタル（新規） 6 台 6 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 8 台 8 台 0 台

購入 19 台 19 台 1 台 0 台

リース・レンタル（新規） 1 台 1 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 1 台 1 台 0 台

購入 75 台 75 台 3 台 0 台

リース・レンタル（新規） 1 台 1 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

100 % 193406 個 187841 個 97 % 97 % 1728 個 グリーン購入法適応 5565 個
EPSONトナーカートリッジ（ブラッ
ク）型番：LPB4T17

仕様をみたすものがなかった

100 % 24321 個 24089 個 99 % 99 % 2709 個 グリーン購入法適応 232 個
インクカートリッジ6色パック
KUI-6CL

機能・性能上の必要性

電 子 計 算 機 等 (4) 購入 1874 台 1801 台 116 台 グリーン購入法適応 73 台

リース・レンタル（新規） 158 台 144 台 31 台 14 台

リース・レンタル（継続） 653 台 653 台 0 台

購入 11 台 11 台 2 台 0 台

リース・レンタル（新規） 2 台 2 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 2 台 2 台 0 台

購入 247 台 241 台 3 台 6 台

リース・レンタル（新規） 53 台 53 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 176 台 176 台 0 台

購入 1525 台 1458 台 111 台 グリーン購入法適応 67 台
Windows10Pro　15.6型ワイド　ウ
イルスソフト付き

機能・性能上の必要性

リース・レンタル（新規） 103 台 89 台 31 台 14 台

リース・レンタル（継続） 475 台 475 台 0 台

購入 91 台 91 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 171 台 142 台 25 台 29 台 D19-44BF1ほか 機能・性能上の必要性

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 354 台 335 台 34 台 19 台 43型　シャープ 具体的表示なし
形状・機能・性質上から当該
物品を必要としたため。

リース・レンタル（新規） 62 台 47 台 4 台 15 台
LG 4Kディスプレイ27UK850-
W(27インチ）ほか

形状・機能・性質上から当該
物品を必要としたため。

リース・レンタル（継続） 176 台 176 台 0 台

100 % 78628 個 57217 個 73 % 73 % 1713 個 21411 個 SDHCメモリーカード、データ復旧サービス付き 費用の増加

オ フ ィ ス 機 器 等 (5) 購入 150 台 147 台 10 台 3 台 アイリスオーヤマ　OF13(520615) 価格を重視したため

リース・レンタル（新規） 3 台 3 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 45 台 45 台 5 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

100 % 146 個 130 個 89 % 89 % 17 個 グリーン購入法適応 16 個 壁掛時計　SEIKO CLOCK KX233W 費用の増加

100 % 1825 個 1803 個 99 % 99 % 326 個 22 個 CASIO fx-375ES-Nほか 入手不可

53957 個 53912 個 100 % 100 % 3106 個 グリーン購入法適応 45 個 パイオニア　TF-BT10 価格を重視したため

20 個 20 個 100 % % 0 個 0 個

移 動 電 話 等 (3) 購入 81 台 33 台 0 台 48 台 AQUOS SH-01Lほか 価格を重視したため

リース・レンタル（新規） 357 台 348 台 2 台 9 台 衛星携帯電話ほか 機能・性質上の必要性

リース・レンタル（継続） 84 台 84 台 0 台

購入 48 台 48 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 48 台 48 台 0 台

購入 66 台 65 台 0 台 1 台 AQUOS sense3 SH-02Mセット 機能・性質上の必要性

リース・レンタル（新規） 16 台 0 台 0 台 16 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

100

100

ファクシミリ
100 %100

100 %

% %100

100 %

100 %

%

96

87

92

100

79

83 %

%

%

%

%

%100

%98

ＰＨＳ
100

100

一次電池のうち災害備蓄用品として調達したもの

100

携帯電話

電子式卓上計算機

%

デジタル印刷機

100

記録用メディア

100

ディスプレイ

96

92

%

%

%

%

100

100

プロジェクタ

クライアント型
（デスクトップパソコ
ン）

100

100

電
子
計
算
機

スキャナ

トナーカートリッジ

インクカートリッジ

100
磁気ディスク装置

%

スマートフォン

シュレッダー

掛時計

サーバ型

クライアント型
（ノートパソコン）

クライアント型
（その他の電子計算
機）

電子計算機合計

一次電池又は小形充電式電池

%

%

%

%

%

%

%

%100

87

%

%

100

79

%

83

98

%

%

%
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分 野 ①　目標値 ②　総調達量 ③　特定調達物品等 ④　特定調達物品等 ⑤　目標達成率 ⑫　備考

の調達量 　　　の調達率 ＝④/① ⑥　調達量 ⑦　具体的仕様 ⑧　調達量 ⑨　具体的仕様の主な例 ⑪　主な理由

＝③/② （一部＝③/①） ③の内数 環境への配慮の内容 ⑩　環境への配慮の内容

判断の基準を満足しない物品等を調達した場合
判断の基準より高い水準を満足する物品等を

調達した場合
（プレミアム基準による調達を含む）

品 目

家 電 製 品 (6) 購入 124 台 123 台 0 台 1 台

リース・レンタル（新規） 4 台 1 台 2 台 3 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 111 台 110 台 6 台 グリーン購入法適応 1 台 シャープSJ-W351E-S 価格を重視したため

リース・レンタル（新規） 4 台 1 台 0 台 3 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 13 台 13 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 84 台 84 台 12 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 37 台 37 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 30 台 30 台 3 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 124 台 124 台 23 台 グリーン購入法適応 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 71 台 71 台 18 台 グリーン購入法適応 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 15 台 15 台 5 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 38 台 38 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 4 台 4 台 4 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 39 台 39 台 7 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

温 水 器 等 (4) 購入 2 台 2 台 1 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 13 台 13 台 1 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 2 台 2 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

100

%
エアコンディショナー合計

家庭用

業務用（基準値１で
発注した物品等）

100 %

業務用（基準値２で
発注した物品等）

100 %

エ
ア
コ
ン
デ
ィ
シ

ョ
ナ
ー

100

100 %

%100

%

%

% 100

% 100 %

100

%

%100

100

100

ストーブ

ガス調理機器

100

ヒートポンプ式電気給湯器
100

100

100

100

%

%

100

%

% 100100

100

エ ア コ ン デ ィ シ ョ ナ ー 等 (3)

電気便座

電子レンジ

石油温水機器

ガス温水機器
%

100

% 97 %

100

%

%

%

%

100

%

%

97

100

%

%

100

テレビジョン受信機

%

%

100

100

電気冷蔵庫等合計

100 %

%

100

100

100 %

%%

%

100

100

97

%

%

%

%

%

ガスヒートポンプ式冷暖房機

100

100

電気冷蔵庫、電気
冷凍冷蔵庫（基準
値１で発注した物品
等）

%

%

100

100

%

電気冷蔵庫、電気
冷凍冷蔵庫（基準
値２で発注した物品
等）

% 100

冷凍庫（基準値１で
発注した物品等）

100 % %

電
気
冷
蔵
庫
等

冷凍庫（基準値２で
発注した物品等）

100 %

%
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分 野 ①　目標値 ②　総調達量 ③　特定調達物品等 ④　特定調達物品等 ⑤　目標達成率 ⑫　備考

の調達量 　　　の調達率 ＝④/① ⑥　調達量 ⑦　具体的仕様 ⑧　調達量 ⑨　具体的仕様の主な例 ⑪　主な理由

＝③/② （一部＝③/①） ③の内数 環境への配慮の内容 ⑩　環境への配慮の内容

判断の基準を満足しない物品等を調達した場合
判断の基準より高い水準を満足する物品等を

調達した場合
（プレミアム基準による調達を含む）

品 目

照 明 (4) 購入 947 台 921 台 5 台 26 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 816 台 813 台 5 台 3 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 101 台 101 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 30 台 7 台 0 台 23 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 61 台 61 台 60 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

高周波点灯専用形（Ｈｆ） 11697 本 11106 本 407 本 591 本 FHF16EX-N-Hほか 機能・性能上の必要性

ﾗﾋﾟｯﾄﾞｽﾀｰﾄ形又はｽﾀｰﾀ形 8425 本 8298 本 339 本 127 本 日立FLR40SW/M/36B 専用品のため、価格を重視したため

電球形LEDランプ 600 個 584 個 0 個 16 個 パナソニックLDS110V22W.W.K 費用の増加

電球形蛍光ランプ 521 個 511 個 49 個 10 個 専用品のため

自 動 車 等 (5) 購入 131 台 131 台 0 台

リース・レンタル（新規） 911 台 910 台 1 台

リース・レンタル（継続） 41 台 41 台 0 台

購入 1 台 1 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

購入 3 台 3 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

購入 33 台 33 台

リース・レンタル（新規） 5 台 5 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

購入 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

購入 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

購入 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

購入 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

購入 95 台 95 台 0 台

リース・レンタル（新規） 914 台 913 台 1 台 出張時のレンタル車 車種指定ができなかったため

リース・レンタル（継続） 41 台 41 台 0 台

%

%

100

%

%

%

LEDを光源とした内照式表示灯 %

100%

96

%

100

プラグインハイブ
リッド自動車

燃料電池自動車

ハイブリッド自動車

一

般

公

用

車

電気自動車

クリーンディーゼル
自動車（乗車定員
10人以下の乗用
車）

乗用車（上記を除く
ガソリン、LPガス自
動車）

天然ガス自動車

一般公用車合計

100

100蛍光ランプ

98

% 100

96

%

%

%

100

100

%

%

%

98

100

電球形状のランプ

水素自動車

100

100

%

%

%

%

%
100

% 23 %

100

%

%

%

L
E
D
照
明
器
具

100 %

100

LED照明器具（投光
器、防犯灯を除く）
（基準値２で発注し
た物品等）

% 100

投光器、防犯灯
100

100

LED照明器具（投光
器、防犯灯を除く）
（基準値１で発注し
た物品等）

97
LED照明器具合計

%

%

97
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分 野 ①　目標値 ②　総調達量 ③　特定調達物品等 ④　特定調達物品等 ⑤　目標達成率 ⑫　備考

の調達量 　　　の調達率 ＝④/① ⑥　調達量 ⑦　具体的仕様 ⑧　調達量 ⑨　具体的仕様の主な例 ⑪　主な理由

＝③/② （一部＝③/①） ③の内数 環境への配慮の内容 ⑩　環境への配慮の内容

判断の基準を満足しない物品等を調達した場合
判断の基準より高い水準を満足する物品等を

調達した場合
（プレミアム基準による調達を含む）

品 目

購入 13 台 13 台 0 台

リース・レンタル（新規） 1150 台 1150 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

購入 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

購入 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

購入 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

購入 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

購入 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

購入 1 台 1 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

購入 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 1150 台 1150 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 11 台 11 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 1 台 1 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

個 22 個 22 個 100 % %

個 45 個 45 個 100 % %

100 % 894 本 894 本 100 % 100 % 41 本 0 本

100 % 240.32 ㍑ 240.32 ㍑ 100 % 100 % 24.72 ㍑ 0 ㍑

消 火 器 (1) 100 % 329 本 329 本 100 % 100 % 12 本 グリーン購入法適応 0 本

制 服 ・ 作 業 服 (4) 100 % 1915 着 1915 着 100 % 100 % 19 着 0 着

100 % 5737 着 5734 着 100 % 100 % 259 着 3 着 帯電防止ツナギ服 費用の増加

100 % 1217 点 1217 点 100 % 100 % 14 点 0 点

100 % 3670 足 3670 足 100 % 100 % 144 足 0 足

100

100

% 100 %

%

%

%

100%

%

%

%

%

%

100

100

%

100

%

%

%

100

%

%

100

貨物車（車両総重
量3.5t以下の軽貨
物車、軽量貨物車、
中量貨物車）

100

100

%

100

一般公用車以外合計
%100100

%

%

%

100

%

制服

クリーンディーゼル
自動車（乗車定員
10人以下の乗用
車）

帽子

一

般

公

用

車

以

外

小型バス（車両総重
量3.5t以下）

靴

重量車（車両総重
量3.5t超）：トラック
等、トラクタ

乗用車用タイヤ

プラグインハイブ
リッド自動車

燃料電池自動車

水素自動車

２サイクルエンジン油

電気自動車

ＥＴＣ対応車載器

乗用車（上記を除く
ガソリン、LPガス自
動車）

重量車（車両総重
量3.5t超）：路線バ
ス、一般バス

天然ガス自動車

ハイブリッド自動車

%

%

カーナビゲーションシステム

作業服

消火器
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分 野 ①　目標値 ②　総調達量 ③　特定調達物品等 ④　特定調達物品等 ⑤　目標達成率 ⑫　備考

の調達量 　　　の調達率 ＝④/① ⑥　調達量 ⑦　具体的仕様 ⑧　調達量 ⑨　具体的仕様の主な例 ⑪　主な理由

＝③/② （一部＝③/①） ③の内数 環境への配慮の内容 ⑩　環境への配慮の内容

判断の基準を満足しない物品等を調達した場合
判断の基準より高い水準を満足する物品等を

調達した場合
（プレミアム基準による調達を含む）

品 目

100 % 143 枚 138 枚 97 % 97 % 34 枚 5 枚 アルエット　AH-1082 なし 仕様をみたすものがなかった

100 % 4 枚 4 枚 100 % 100 % 0 枚 0 枚

100 % 105 点 104 点 99 % 99 % 16 点 1 点 タチカワ　W2400×H1760 なし 仕様をみたすものがなかった

100 % 400 ㎡ 400 ㎡ 100 % 100 % 0 ㎡ 0 ㎡

100 % 3452.4 ㎡ 3404.4 ㎡ 99 % 99 % 195.45 ㎡ 48 ㎡ BCFナイロン100％ 費用の増加

100 % 0 ㎡ 0 ㎡ % % 0 ㎡ 0 ㎡

100 % 75.5 ㎡ 75.5 ㎡ 100 % 100 % 0 ㎡ 0 ㎡

購入 626 枚 611 枚 0 枚 15 枚 ｼﾙｸ混綿毛布 確認できず 品質の重要視したため

リース・レンタル（新規） 7 枚 7 枚 0 枚 0 枚

リース・レンタル（継続） 168 枚 168 枚 0 枚

購入 491 枚 485 枚 1 枚 6 枚 羽毛肌掛布団 確認できず 品質の重要視したため

リース・レンタル（新規） 77 枚 77 枚 0 枚 0 枚

リース・レンタル（継続） 168 枚 168 枚 0 枚

購入 16 台 16 台 4 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 0 台

購入 14 個 14 個 1 個 0 個

リース・レンタル（新規） 0 個 0 個 0 個 0 個

リース・レンタル（継続） 112 個 112 個 0 個

作 業 手 袋 (1) 100 % 28316 組 28280 組 100 % 100 % 23149 組 36 組
ジョインテックスN035J-12　WING
AGEスベリ止めNo.606

費用の増加

そ の 他 繊 維 製 品 (7) 購入 5 点 5 点 0 台 0 点

リース・レンタル（新規） 11 点 0 点 0 台 11 点
3600mm(2K)×5400mm(3K)（横
幕・ウエイト付き）

機能・性質上の必要性

リース・レンタル（継続） 0 点 0 点 0 点

購入 53 点 41 点 12 枚 12 点 2.7*3.6 確認できず
使用状況に適合するもの
を見つけられなかった

リース・レンタル（新規） 0 点 0 点 0 枚 0 点

リース・レンタル（継続） 0 点 0 点 0 点

100 % 0 点 0 点 % % 0 枚 0 点

100 % 116 点 113 点 97 % 97 % 20 枚 3 点 アクリル生地０．９ｍ×１．３５ｍ なし 価格を重視したため

100 % 95 点 92 点 97 % 97 % 25 枚 3 点 ポンジ生地、ヒートカット加工 費用の増加

100 % 31 点 30 点 97 % 97 % 0 枚 1 点 マジックテープ仕様 費用の増加

購入 555 点 555 点 10 点 0 点

リース・レンタル（新規） 0 点 0 点 0 点 0 点

リース・レンタル（継続） 32 点 32 点 0 点

設 備 (7) kW 0 kW 0 kW % % 0 kW 0 kW

㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ % % 0 ㎡ 0 ㎡

kW 0 kW 0 kW % %

件 0 件 0 件 % % 0 件

食堂事業者が設置 0 台 0 台

購入 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 1 台 1 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

100 % 0 個 0 個 % % 0 個 0 個

100 % 59.45 ㎡ 59.45 ㎡ 100 % 100 % 0 ㎡ 0 ㎡

災 害 備 蓄 用 品 (15) 100 % 74726 本 54902 本 73 % 73 % 1561 本 19824 本 入手不可

（既存品目以外の10品目) 100 % 17781 個 17217 個 97 % 97 % 1152 個 564 個 入手不可

100 % 7106 個 7106 個 100 % 100 % 494 個 0 個

100 % 24933 個 24933 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 17832 個 17832 個 100 % 100 % 1560 個 0 個

100 % 3526 個 3526 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 1407 個 1407 個 100 % 100 % 200 個 0 個

100 % 192 個 192 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 84 台 84 台 100 % 100 % 0 台 0 台

100 % 2 個 2 個 100 % 100 % 0 個 0 個

公 共 工 事 (70)

100

100

100

非常用携帯電源

携帯発電機

保存パン

栄養調整食品

フリーズドライ食品

節水機器

%

%

77

99

%

98

%

%

98

%

太陽熱利用システム

乾パン

100

エネルギー管理システム

のぼり

集会用テント
（災害備蓄用を含む）

100

100

防球ネット

燃料電池

金属製ブラインド

100

%

%

%

%

%

イ ン テ リ ア ・ 寝 装 寝 具 (11)
カーテン

ペットボトル飲料水

別途

レトルト食品等

非常用携帯燃料

%

%

31

布製ブラインド

台

ふとん

自ら設置

アルファ化米

生ゴミ処
理機

作業手袋（災害備蓄用を含む）

太陽光発電システム

ブルーシート
（災害備蓄用を含む）

タイルカーペット

旗

ニードルパンチカーペット

織じゅうたん

100

100 %

%

100

%77

%

100

99

日射調整フィルム

%

%

%

100

100

31

%100

%

%

モップ

幕

タフテッドカーペット

毛布（災害備蓄用を含む）

ベッドフレーム

マットレス
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分 野 ①　目標値 ②　総調達量 ③　特定調達物品等 ④　特定調達物品等 ⑤　目標達成率 ⑫　備考

の調達量 　　　の調達率 ＝④/① ⑥　調達量 ⑦　具体的仕様 ⑧　調達量 ⑨　具体的仕様の主な例 ⑪　主な理由

＝③/② （一部＝③/①） ③の内数 環境への配慮の内容 ⑩　環境への配慮の内容

判断の基準を満足しない物品等を調達した場合
判断の基準より高い水準を満足する物品等を

調達した場合
（プレミアム基準による調達を含む）

品 目

役 務 (21) 件 11 件 11 件 100 % %

100 % 2831 件 2616 件 92 % 92 % 98 件 215 件
できる限り「グリーン購入法」に対応
した銘柄を使用

原則、「グリーン購入法」に対応
した銘柄を使用することを示して
いる

古紙需給環境の影響により
対応製品を入手できなかっ
た

件 0 件 0 件 % % 0 件 0 件

更生タイヤ（リトレッド） 0 件 0 件

リグルーブ 0 件 0 件

557 件 100 % 100 % 6 件 0 件

261 件

66 件

6 件

100 % 205 件 205 件 100 % 100 % 22 件 0 件

100 % 190 件 186 件 98 % 98 % 24 件 4 件 庭木剪定 なし 価格を重視したため

100 % 4 件 4 件 100 % 100 % 0 件 0 件

100 % 1010 件 1010 件 100 % 100 % 61 件 0 件

100 % 13 件 13 件 100 % 100 % 0 件 0 件

100 % 161 件 161 件 100 % 100 % 6 件 0 件

100 % 75 件 75 件 100 % 100 % 12 件 0 件

100 % 367 件 367 件 100 % 100 % 16 件 0 件

100 % 90 件 86 件 96 % 96 % 1 件 4 件

件 0 件 0 件 % % 0 件 0 件

件 5 件 5 件 100 % % 0 件 0 件

100 % 120 件 120 件 100 % 100 % 29 件 0 件

缶・ボトル飲料自動販売機 34 台 34 台 1 台 0 台

紙容器飲料自動販売機 0 台 0 台 0 台 0 台

カップ式飲料自動販売機 0 台 0 台 0 台 0 台

100 % 21 件 21 件 100 % 100 % 2 件 0 件

100 % 132 件 123 件 93 % 93 % 0 件 9 件

100 % 172 件 172 件 100 % 100 % 52 件 0 件印刷機能等提供業務

清掃

自動車整備

旅客輸送

輸配送

クリーニング

庁舎等において営業を行う小売業務

タイルカーペット洗浄

会議運営

印刷

加煙試験

引越輸送

蛍光灯機能提供業務

100

省エネルギー診断

エンジン洗浄

食堂

判断基準を要件として求めて発注したもの
% 件

件100

557

% 100100 %

0 %

100 %

%

害虫防除

部品交換を伴う整備（リユース・リビルド部品）

植栽管理

機密文書処理

庁舎管理

自動車専用タイヤ更生

飲料自動販売機設置
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○ 温室効果ガス総排出量実績値 
 

項目 単位 年度 本府省 地方支部局等 省全体 

1 
公用車の 

燃料使用量 
GJ 

Ｈ２５ 2,399 13,274 15,674

Ｒ１ 1,686 11,054 12,739

2 用紙の使用量 t 
Ｈ２５ 444 4,316 4,761

Ｒ１ 323 4,344 4,668

3 
事務所の単位面積 

当たり電力消費量 
kWh/㎡ 

Ｈ２５ 222.0 95.9 106.9

Ｒ１ 189.3 92.6 100.7

4 
エネルギー供給設備等

における燃料使用量 
GJ 

Ｈ２５ 17,005 400,557 417,562

Ｒ１ 18,859 381,876 400,735

5 
単位面積当たりの 

上水使用量 
㎥/㎡ 

Ｈ２５ 0.33 0.81 0.76

Ｒ１ 0.41 0.70 0.67

6 
温室効果ガスの 

総排出量 
tCO２ 

Ｈ２５ 14,264 87,834 102,098

Ｒ１ 12,178 77,282 89,460

 

別添２ 


